
 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 市街化区域の性格付けの変化と空間のメリハリ強化 

線引き廃止都市計画区域の状況 
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○旧市街化区域      
 ９線引き廃止前の旧高松市の市街化区域であった区域 
○旧市街化調整区域   
 ９線引き廃止前の旧高松市の市街化調整区域であった区域 
○新都市計画区域    
 ９平成16年5月17日施行の「高松広域都市計画区域」の再  
 編の際、それまで都市計画区域外であった旧高松市の一部              
○新規用途地域       
 ９線引き廃止後に用途指定を行った地区 
○広域町・合併町     
 ９高松市に合併した周辺6町と広域都市計画区域を構成す 
 る三木町、綾川町 
○都市計画区域外     
 ９旧高松市の内、都市計画区域に入ってない区域 

資料９高松市資料より
国土交通省作成 

出典９高松市資料 

●高松市の事例＇線引き廃止後（ 線引き廃止＇平成０５年（ 

人口の動態＇平成16年→21年（ 農地転用の動態＇平成16年→18年（ 

※3市2町９平成17年1月時点の高松市、丸亀市、坂出市、牟礼町、宇多津町 

資料９香川県 農地転用ＧＩＳ
データより国土交通省作成 

資料９香川県
資料より国土
交通省作成 

・平成16年の線引

き廃止後、都市
計画区域外の人
口が減尐に転じ、
旧市街化調整区
域の人口が急激
に増加。 

・一方、旧市街化
区域の人口は引
き続き減尐してお
り、その大半は旧
市街化調整区域
に流出。 

・平成16年の線引

き廃止後、旧市
街化調整区域に
おける農地転用
面積が大幅に増
加。 

・農地転用の大半
が用途地域外の
白地地域におい
て行われている。 

 ＇平成16年から
平成18年までの

間に行われた農
地転用のうち
73.3%＇件数ベー
ス（（ 

 
高松広域都市計画区域 
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●横浜市における緑被面積＇樹林地、農地、草地（の減尐 

緑地 

市街地 

※緑被率 

 航空写真によって上
空から緑の割合をとら
える方法。市内の緑被
＇樹林地や農地、草地
に覆われた（面積を抽
出市、市域面積に占め
る割合を示したもの。 

１／／／年 ０８５／年 
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   ●横浜市における緑被率の推移 

出典９横浜市水と緑の基本計画等 

●横浜市における樹林地・農地面積の減尐 

・1960年以降継続して緑地が減尐 
・樹林地面積は、過去３5年間で、約
7,800ha＇山手線の内側の面積の約1.2
倍（、約74％減尐 

・農地面積は、過去45年間で、約
9,000ha、約72％減尐 

・緑被率についても、過去30年間で、約
15％減尐(45%→31%) 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 緑地の保全と創出 

緑の減尐の状況 
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■生産緑地法の制定
（S49(1974)） 

・生産緑地の指定など 

 

■都市緑地保全法の制定
（S48(1973)） 

•歴風特別、近緑特別地区
の全国版 

•緑地保全地区の創設 

•緑化協定の制度化 

 

■都市の美観風致を維持す
るための樹木の保存に関す
る法律（樹木保存法）の制
定（S37(1962）） 

・保存樹（単独）、保存樹
林（集団）の指定、保存の
制度化 

■古都における歴史的風土の保存に関する特
別措置法（古都保存法）の制定
（S41(1966）） 

・歴史的風土保存区域・同特別保存地区の指
定、歴史的風土保存計画の決定 

■首都圏近郊緑地保全法の制定 

（S41(1966)） 

・近郊緑地保全区域・同特別保全地区の指
定、近郊緑地保全計画の決定 

■近畿圏の保全区域の整備に関する法律の
制定（S42(1967)） 

・近郊緑地保全区域・同特別保全地区の指
定、近郊緑地保全計画の決定 

 

■都市緑地保全法の改正
（H6(1994)） 

・緑の基本計画制度の創設 

 

■生産緑地法の改正
（H3(1991)） 

・生産緑地地区制度の改正 

 

■都市緑地保全法
の改正
（H13(2001)） 

・管理協定制度の
創設 

・緑化施設整備計
画認定制度の創設 

 

■都市緑地保全法の改正
（H7(1995)） 

•市民緑地制度の創設 

•緑地管理機構制度の創設 

・緑地協定制度への改正 

 

•高度経済成長 

•都市への人口集中 

•交通戦争 

•公害反対運動 

•シビルミニマム論 

 

高  度  成  長  期 

1970年代 

•都市化の進展 

•経済から文化 

•生活関連社会資本整備 

•レクリエーションニーズの高まり 

•多様な価値観 

 

1990年代 

•環境と開発に関する国連会議(H4(1992)) 

•市民参加の拡大 

•公共事業批判の高まり 

•地方分権 

•高齢化社会の進展 

•阪神淡路大震災（H7(1995)） 

 

国際化・バブル期 地球環境期 

緑
地
保
全
関
連
制
度
・
施
策 

都
市
緑
地
保
全
法
関
連
制
度
・
施
策 

都
市
の
緑
の
状
況 

社
会
背
景 

年
代 

■防空法の制定 

（S12(1937)） 

・わが国の都市緑地の先駆と
なる防空緑地（空地帯、防空
空地）の制度化 

・東京と大阪に防空緑地を指
定（S18(1943)） 

●都市と緑地が共存 

●緑地計画への意識の高まり 

●防災・防空としての緑地 

■都市公園法の制定
（S31(1956)） 

•公園の設置・管理主体の明
確化 

•公園の計画標準の導入など 

 

1930年代 1940年代 1950年代 

•関東大震災 

（T12(1923)） 

•近代都市化の拡大 

•第二次世界大戦 

(S14～20(1939～1945)) 

 

●終戦（S20(1945)） 

●農地解放(S21(1946)) 

●経済復興 

戦  災  復  興  期 明 治 ～ 戦 前 期 

1960年代 2000年以降 1980年代 

■都市計画法の制定
（S43(1968)） 

•市街化調整区域制度、地
域地区制度、整備開発方針
、開発許可制度の創設 

•風致地区の規制強化など 

 

■都市計画法の改正
（H12(2000)） 

・風致地区制度改正 

 

都
市
計
画
関
連
制
度
・
施
策 

■旧都市計画法の制
定（T8(1919)） 

・公園を都市計画施
設として規定 

•風致地区の制度化 

■旧都市計画法の改正
（S15(1940)） 

・緑地の法定化、緑地
を都市施設として規定 ■特別都市計画法の制定(S21(1946)) 

•戦災都市の市街地外周部などの緑地地域
を指定 

・土地区画整理法（S29(1954)）の制定に
より廃止 緑地地域の 

吸収廃止 

■市民農園整備促進法
（H2(1990)） 

・市民農園の認定 

 

■市民農園整備事業
（H6(1994)） 

・都市公園として設置する
市民農園へ補助 

 

●緑地が未利用地として他の
土地利用に転換 

 

●大都市圏への人口集中による緑地
の大幅な減少 

 →全国的な傾向へ 

●歴史的風土の破壊の恐れ 

 

●環境時代を背景とした緑に対
する価値観の高まり 

●市民参加による都市の緑地の
保全と創出 

都市化の急激な進展 

風致地区の限界 

●系統だった総合的な緑地の保全・創出の必要性の
高まり 

 → 

 
■太政官布達による公園制度の始ま
り（M6(1873)） 

•景勝地、名所地を公園として設置 

•実態として公園であった土地を制
度化 
→最初の都市緑地保全 

 

•近代国家スタート 

•帝都改造 

 

■工場立地法の制
定（S34(1959)） 

・緑地施設の設置
義務 

 

都
市
公
園
関
連
制
度
・
施
策 

■都市公園等整備緊急措置
法の制定（S47(1972） 

•都市公園等整備五箇年計
画の策定 

 

■都市公園法施行令の改正
（H5(1993)） 

•街区公園への名称変更 

•新たな公園種別の追加 

•建ぺい率の緩和など 

 

•都市再生 

•自然再生 

•地球温暖化対策 

•生物多様性確保 

 

■都市公園法施行令の改
正（H15(2003)） 

•都市公園配置基準 

•公園施設の弾力化 

•占用物件の弾力化など 

 

 ・緑のマスタープラン(S52(1977)) 

・都市緑化推進計画(S60(1985)) 

■都市緑地保全法
の改正
（H16(2004)） 

・緑の基本計画に
おける都市公園の
明確化 

・都市緑地法に名
称改定 

・人工地盤型市民
緑地制度の創設 

・緑地保全地域制
度の創設 

・緑化地域制度の
創設 

・地区計画緑地保
全条例制度の創設 

・地区計画緑化率
条例制度の創設 

■景観法の制定
（H16(2004)） 

■東京緑地計画協議会
（S7(1932)）設置 

・環状緑地計画の策定
に着手 

■都市公園法の改正
（H16(2004)） 

•借地公園制度 

•立体都市公園制度 

法
制
度
以
外
の
制
度
、
取
組 

●市民活動 

●地方公共団体 

●民間事業者 

■森林ボランティア（1970年
代） 

・ボランティア活動による緑
地の保全・管理 

■民間開発事業者の協定(1990年代) 

・民間開発事業者が土地所得者と協定に
より緑地を保全 

■トラスト基金（1980年
代） 

・県民からの寄付を資金に
土地や建物を取得、財産と
して保全 

■税制措置(1990年代) 

・緑地保有者に対する税の減免や新税
の導入 

■企業の社会貢献事業（2000年代） 

・企業の社会貢献事業の一環として、緑
地保全等の事業を展開 

■緑化支援制度(1990年代) 

・屋上緑化等の助成やガイドライン等の
支援制度 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 緑地の保全と創出 

緑地制度の変遷 
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表１ 評価点によるＡＢＣランクの設定 

●川崎市では、緑地保全施策をより効果的に推進していくため、「緑地総合評価＇ABCランク（」により、個々の樹林地の植生状
況や土地利用の状況等を把握・評価し、Ａ・Ｂ・Ｃのランクに分け、保全すべき樹林地の優先順位を明確化＇5年ごとに見直
し（。 

●また、1,000㎡以上の樹林地に関する基礎情報＇植生、土地利用、市民要望、市民活動、開発履歴、緑地総合評価等（を整
理した「緑地保全カルテ」を整備＇毎年度、最新情報に更新（。 

図 緑地総合評価図  

表０ 緑地総合評価における評価項目と配点 
・表０の評価基準により樹林地を表１のとおり分類し、ＡＢＣランクの樹
林地を「緑地総合評価図」として整備 

出典９川崎市資料 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 緑地の保全と創出 

緑地の価値の総合評価の事例（川崎市） 
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三大都市圏等「特定市」 
の 市街化区域内農地 

宅地化農地 
＇生産緑地以外（ 

保全農地 
＇ 生産緑地 （ 

一般市町村の 
市街化区域内農地 

宅地並み 
課税 

農地転用は原則自由＇届出制（ 
※ 農業振興施策の大半は対象外 

農地転用は原則不自由＇許可制（ 
一定の場合賃貸借可能 

農地課税 
宅地並み評価・ 
農地に準じた課税 
＇負担調整措置により 
なだらかに引き上げ（ 

農地課税 

※ 生産緑地地区内は、 
２／年間の建築制限 

※ 市街化調整区域内は、 
開発抑制 

市街化区域外の農地 

＇都市計画区域内（ 

農家の選択を踏まえ、 
都市計画で保全農地 
を区分 

猶予なし 
終身営農が 

要件 
( 賃貸借不可 ) 

相続後１／年間 
営農が要件 

＇賃貸借不可（ 

終身営農が要件＇賃貸借可（ 

従前は、相続後１／年間営農が要件＇賃貸借不可（ 

都市計画制限 

農地法の制限 

固定資産税 
の課税 

相続税の 
納税猶予 

＇参考（ 

都市計画区域外 
の農地 

※ 「特定市」とは 
 ① 都の特別区の区域  ② 首都圏、近畿圏又は中部圏内にある政令指定都市 
 ③ ②以外の市でその区域の全部又は一部が三大都市圏の既成市街地、 近郊整備地帯等の区域内にあるもの 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 都市農地・農業の位置付けのあり方 

都市農地における行為制限と課税との関係 

目   的９ 良好な都市環境を確保するため、農林漁業との調整を図りつつ、都市部に残存する農地の
計画的な保全を図る。 

指定要件９ 面積500㎡以上、公共施設等の敷地として適していること、農林漁業の継続が可能  等 

指定状況９ 約５３＋６／／地区 約０３＋２／／ｈａ＇Ｈ22年０月現在（ 

生産緑地地区制度 

市町村が都市計画決定 

＇土地所有者の同意（ 
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●都市内の農地面積は減尐傾向にある。 

●近年、都市住民の都市農地に関する意識にも変化があり、保全すべき土地という認識が高まっている。 

●このような情勢の中で、平成22年の食料・農
業・農村基本計画において、「これまでの都市
農地の保全や都市農業の振興に関連する制度
の見直しを検討する。」と記述されるなど、農業
政策に対する要請にも変化がみられる。 

《食料・農業・農村基本計画＇抜粋（平成22年２月30日閣議決定》 

 第２ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 
     ２－農村の振興に関する施策 
    ＇２（ 都市及びその周辺の地域における農業の振興 
    
 
 
 
 
 
 
          

 新鮮で安全な農産物の都市住民への供給、身近な農業体験の場の提供、災害に備えたオープンス
ペースの確保、ヒートアイランド現象の緩和、心安らぐ緑地空間の提供といった都市農業の機能や効果
が十分発揮できるよう、これらの機能・効果への都市住民の理解を促進しつつ、都市農業を守り、持続
可能な振興を図るための取組を推進する。 

 このため、これまでの都市農地の保全や都市農業の振興に関連する制度の見直しを検討するととも
に、 市民農園や農産物直売所等の整備、都市住民のニーズを踏まえた市民農園・体験農園等におけ
る農業体験や交流活動の促進等、都市農業振興のための取組を推進する。 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 都市農地・農業の位置付けのあり方 

都市内の農地面積の推移と都市住民の農業・農地についての意識の変化 
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